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産業振興部 企業振興課

大津町農村地域産業導入促進審議会
説明資料
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工業団地整備について
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【これまで～現況】
・『製造の町』として、様々な企業の集積を進めながら、雇用の場を増やすなど、
産業の活性化に取り組んできた。

・町の人口も増加の一途をたどり、着実に活力維持に繋がっている。
・TSMC進出に伴い、関連企業の立地が加速する一方、各自治体間における企業誘致
の競争が激化し、新たな企業進出の受け皿となる工業用地の確保をしながら企業誘致
を推進することが求められている。

本田技研工業㈱
操業開始

【課題】
・農工商併進の取り組みを推進しつつ、更に地域で循環する経済の促進が求められる。
また、農地や宅地における開発の急増に伴い、土地利用や、交通渋滞、インフラ整備
等も同時に解決していく必要がある。

大津町の産業の振興～地域に根差す企業の振興～
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工業団地 規模 区画

熊本中核工業団地 474,519㎡ 全14区画（完売）

大津南部工業団地 97,087㎡ ４区画（完売）

※町が管理している工業団地は、空きがない状況。
※自発的に集積となった室工業団地、杉水工業団地も、空き土地にも限りがある。
※TSMC進出に伴う関連企業の進出・問い合わせが相次ぐ中、更なる受け皿の
確保が必要。

※町の優位性を活かした企業誘致による産業集積の拠点として整備する必要がある。

●現工業団地

大津町の工業団地の現状
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●新規立地企業数（H18～R6)

●新規企業の進出相談（R3～R6)

工業団地整備の必要性
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・新たな産業用地の整備のため、R4年度 工業団地適地調査実施

【選定要素による候補地の抽出】
・国県道等の幹線道路沿いで交通アクセスに優れる
・将来に渡り20ha～25ha程度まで拡大可能
・高低差が少ない
・法律適用条件・上位関連計画の整理、自然条件・社会条件の整理による評価

（1）場 所 半導体関連産業等の集積が期待され、主要幹線道路等
（中九州横断道路）へのアクセスに優れる地域

（2）面 積 事業：10ha 分譲：７ha を想定
（3）整備手法 町直営

選定候補地1箇所を選定

新たな工業団地整備の考え方
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工業団地計画予定区域護川小学校

国道325号

杉水公園

本田技研工業㈱
熊本製作所

菊池方面

空港方面

中九州横断道路
（大津熊本道路）

（仮称）大津西IC

中九州横断道路
（大津道路）

新たな工業団地計画区域
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農振農用地域

新たな工業団地計画区域（面積約9.8ha）

７

護川小学校

杉水公園



●計画面積：約9.8ha（うち企業への分譲 約７.3ha）

●誘致予定業種：半導体関連企業

●雇用期待従業員数：200～300名程度

●環境等への配慮措置：立地の際に町と環境形成協定等を締結して

もらう予定

●工業団地を整備することでの期待される効果：

①良質な雇用の場の継続した提供

（地元での雇用の場が増え、選択肢が増える）

②継続した税収の確保

（税収が増加することで、インフラ整備や教育・子育て支援など

の住民全体への施策の創出・拡充の可能性が見込める）

③まちづくりへの寄与

④継続した町の発展

（移住者等で人流が増えることで、地域の活性化に繋がる）

新工業団地の計画ビジョン
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（参考）くまもとサイエンスパーク構想イメージ図

出典元：熊本県HP「くまもとサイエンスパーク推進ビジョン」より ９



全体面積（㎡） 約98,000

工業用地面積（㎡） 約73,390

都市計画用途地域 無指定区域

農業振興地域 農振農用地

現在の主な土地利用 畑

インフラ整備状況
上水道供給区域内
下水道未整備

工業用地の形状 ほぼ整形

（検討案）※今後の許認可関係の協議により、変更になる可能性もあります。

9.0ｍ道路
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工業団地整備に関すること 周辺整備（道路等）に関すること

令
和
7
年

４月１6日（水） 第３回 住民説明会

4月～ 用地買収、基本設計・測量業務着手、
開発協議開始、農産法計画策定

周辺道路
工事着手

夏頃 （農産法計画同意後）農振除外申請 排水路工事
着手予定

秋頃 （農振除外同意後）・農地転用手続き

12月 実施設計発注 工事完了

令
和
8
年

3月頃 所有権移転完了

夏以降 造成工事発注

令
和
9
年

9月頃 造成工事完了・分譲開始

企業 工場建設開始 排水路・新設道路整備完了予定

これからの手続き及びスケジュール
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工業団地整備に係る
農村地域産業の導入に関する

実施計画について
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農村地域への産業の導入の促進等に関する法律（概要）

13



14

（第14条）
２ 実施計画の作成その他農村地域への産業の導入の促進に関する重要事項を
調査審議させるため、市町村は、条例で、審議会を置くことができる。



（３）実施計画（市町村が作成又は変更する際）の主なポイント

15



16



17



18



過去の大津町における農村地域工業導入実施計画の事例

【町が策定した同実施計画概要】
地区名：室地区
策定年月日：昭和48（1972）年3月31日（昭和59年4月25日変更あり）
計画面積：259,104㎡（企業立地面積 173,307㎡）
就業人数計画：1,100人

1975年頃 本田技研工業㈱

（現）
室工業団地→

現在 本田技研工業㈱
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過去の大津町における農村地域工業導入実施計画の事例

【県等が策定した計画概要】
①地区名：大津台地地区
策定年月日：昭和48（1972）年11月
計画面積：1,850,000㎡（企業立地面積 173,307㎡）
就業人数計画：2,030人
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②地区名：熊本中核地区
計画面積：474,519㎡（企業立地面積 472,403㎡）
就業人数計画：1,300人

現在の本田技研工業㈱熊本製作所

現在の熊本中核工業団地



今回の農村地域工業導入実施計画（概要）

【計画概要】
地区名：護川地区 計画期間：令和７年度～令和１１年（5ヶ年計画）
計画面積：約98,000㎡（企業立地面積 73,390㎡）
就業人数計画：242人（予定）

21


